
※事務事業コード／ 0102011304 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 市民主体 総合計画コード 1411
事業名 04百里基地周辺対策事業
会　計 一般会計 款・項・目 020113諸費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
区域内住宅の騒音を軽減するために、必
要な工事を行うとき、その工事に対し補助
をする。（24年度実績なし）

区域内住宅の騒音を軽減するために、必
要な工事を行うとき、その工事に対し補助
をする。（25年度実績なし）

区域内住宅の騒音を軽減するために、必要な工事を行
うとき、その工事に対し補助をする。

目　的
（成果）

百里飛行場航空機騒音対策事業等に関すること。

内　容
（概要）

自衛隊の特定の行為により生ずる損失を補償することにより、関係住民の安定及び福祉の向上に寄与する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金 50,000

市債 市債 市債

一般財源 108,000 一般財源 108,000 一般財源 158,000
その他 その他 その他

計 108,000 計 108,000 計 208,000
金額 うち臨時分

09 旅費 1,000 09 旅費 1,000 09 旅費 1,000
19 負担金、補助及び交付金 107,000 19 負担金、補助及び交付金 107,000 19 負担金、補助及び交付金 207,000

208,000 0
対・決 92.6 対・予 0208,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 220,000 H25当初予算額

決算額計 108,000 決算額計 108,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,542,000
総事業費 歳出+職員人件費 2,528,000 歳出+職員人件費 2,525,000 歳出+職員人件費 1,750,000

0.30 人工 2,417,000 職員人件費 0.20 人工人件費 職員人件費 0.30 人工 2,420,000 職員人件費

無 有 

n-inomata
seikei



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

要望等に関する打合せ 回 周辺自治体との調整
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

成果
指標

国に対しての要望回数 回 防衛施設周辺整備対策に対する要望
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 住宅防音助成対象区域、及びHNK受信料補助対象区域の拡大。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

自衛隊の飛行機による騒音防止対策事業は、原因者である国が実施す
べきであるので、周辺住民の生活環境の保全を求め、引続き関係機関と
協力し、国に対して要望を行っていく。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

周辺住民が、快適な生活が確保できるよう国に対し要望を行っていく。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

自衛隊の飛行機による騒音防止対策事業は、原因者である国が実施す
べきであるので、周辺住民の生活環境の保全を求め、引続き関係機関と
協力し、国に対して要望を行っていく。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

周辺住民の生活環境のため継続して実施する。
ＮＨＫ放送受信料等の助成対象区域拡大を要望していく。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

国への要望を継続して実施し、要望事項達成に向け継続していく。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
周辺住民の環境保全のため、継続して実施する。

国に対して継続して要望していく。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010106 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1411
事業名 06石岡地方斎場組合事業
会　計 一般会計 款・項・目 040101保健衛生総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

かすみがうら市（千代田地区）の埋葬等健
全な運営の確保及び斎場移転建設事業
（本体建築、火葬炉築炉、用地造成工事
等）を行う。

かすみがうら市（千代田地区）の埋葬等健
全な運営の確保及び、斎場建設移転整備
事業の内、本体建築、火葬炉築炉工事等
の継続事業の２ヵ年目を実施する。

かすみがうら市（千代田地区）の埋葬等健全な運営を確
保する。

目　的
（成果）

火葬場の管理及び埋葬等が国民の宗教的感情に適合し、且つ公衆衛生の見地から支障なく行われること。

内　容
（概要）

火葬場「石岡斎場」の管理・運営の適正化を図るため、構成市（かすみがうら市（旧千代田町）・石岡市・小美玉市）で管理・運営する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
平成２６年４月２１日より新斎場の
供用開始。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 54,500,000 市債 211,000,000 市債

一般財源 12,895,728 一般財源 27,294,308 一般財源 13,720,000
その他 その他 その他

計 67,395,728 計 238,294,308 計 13,720,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 67,395,728 19 負担金、補助及び交付金 238,294,308 19 負担金、補助及び交付金 13,720,000

13,720,000 0
対・決 -94.2 対・予 -94.4243,138,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 110,005,000 H25当初予算額

決算額計 67,395,728 決算額計 238,294,308 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

1,542,000
総事業費 歳出+職員人件費 68,201,728 歳出+職員人件費 239,099,308 歳出+職員人件費 15,262,000

0.10 人工 805,000 職員人件費 0.20 人工人件費 職員人件費 0.10 人工 806,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

会議開催回数 回 運営方針、事業計画
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

成果
指標

火葬場利用 件 年間火葬件数
目標 200

目標
実績

200 200
実績 220 205

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 新式場の利用料金を含めた利用形態。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

旧斎場敷地について、今後の利用形態を検討していく。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

千代田地区市民の圏域内となる火葬場である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

本市の火葬業務については、合併前と同じ二組合において実施してお
り、効率的な運営が必要である。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

負担金の歳出予算を確保していく。旧斎場の利用形態の検討を行う。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

概ね想定した火葬数であった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
負担金の歳出予算を確保し、円滑な事業推進と効率的な運営を促進し
たい。負担金を支出して組合において事業を実施している。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010107 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1411
事業名 07鹿行広域事務組合火葬場事業
会　計 一般会計 款・項・目 040101保健衛生総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
かすみがうら市（霞ヶ浦地区）の埋葬等健
全な運営を確保する。

かすみがうら市（霞ヶ浦地区）の埋葬等健
全な運営を確保する。

かすみがうら市（霞ヶ浦地区）の埋葬等健全な運営を確
保する。

目　的
（成果）

火葬場の管理及び埋葬等が国民の宗教的感情に適合し、且つ公衆衛生の見地から支障なく行なわれること。

内　容
（概要）

火葬場「霞ヶ浦聖苑」の管理・運営の適正化を図るため、構成市（かすみがうら市（旧霞ヶ浦町）・鉾田市・行方市・潮来市）で管理・運営する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 8,656,000 一般財源 9,402,000 一般財源 8,725,000
その他 その他 その他

計 8,656,000 計 9,402,000 計 8,725,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 8,656,000 19 負担金、補助及び交付金 9,402,000 19 負担金、補助及び交付金 8,725,000

8,725,000 0
対・決 -7.2 対・予 -7.29,402,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 8,656,000 H25当初予算額

決算額計 8,656,000 決算額計 9,402,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

771,000
総事業費 歳出+職員人件費 9,462,000 歳出+職員人件費 10,207,000 歳出+職員人件費 9,496,000

0.10 人工 805,000 職員人件費 0.10 人工人件費 職員人件費 0.10 人工 806,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

会議開催回数 回 運営方針、事業計画
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

成果
指標

火葬場利用 件 年間火葬件数
目標 200

目標
実績

200 200
実績 204 217

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
火葬場は建設から１８年経過し、修繕を必要とする場所が徐々に増えてき
ている。また、利用形態に合わせた施設の改修が必要。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

霞ヶ浦聖苑の維持管理経費について財政担当との調整を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

霞ヶ浦地区市民の圏域内となる火葬場である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

本市の火葬業務については、市合併前と同じ二組合において実施してい
る状況である。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

本市の火葬業務については、市合併前と同じ二組合において実施してき
たが、現状では、今後も二組合体制での継続となると判断されることから、
効率的な運営を推進する。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

概ね想定した火葬数であった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
負担金の歳出予算を確保し、円滑な事業推進と効率的な運営を促進し
たい。負担金を支出して組合において事業を実施している。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0104010108 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1421
事業名 08湖北環境衛生組合運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 040101保健衛生総務費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
石岡市、かすみがうら市、小美玉市、土浦
市の各構成市内から排出されるし尿及び
浄化槽汚泥等を衛生的に処理する。

石岡市、かすみがうら市、小美玉市、土浦
市の各構成市内から排出されるし尿及び
浄化槽汚泥等を衛生的に処理する。

石岡市、かすみがうら市、小美玉市、土浦市の各構成
市内から排出されるし尿及び浄化槽汚泥等を衛生的に
処理する。

目　的
（成果）

市民が清潔で快適な生活環境を享受できるようにする。
一般家庭及び事業所から排出されたし尿、浄化槽汚泥の処理体制を確保する。

内　容
（概要）

市民が衛生的な生活をするため湖北環境衛生組合は、市内から排出されたし尿、浄化槽汚泥の処理を行う。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 113,873,000 一般財源 112,209,000 一般財源 116,158,000
その他 その他 その他

計 113,873,000 計 112,209,000 計 116,158,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 113,873,000 19 負担金、補助及び交付金 112,209,000 19 負担金、補助及び交付金 116,158,000

116,158,000 0
対・決 3.5 対・予 3.5112,209,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 111,430,000 H25当初予算額

決算額計 113,873,000 決算額計 112,209,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

771,000
総事業費 歳出+職員人件費 114,679,000 歳出+職員人件費 113,014,000 歳出+職員人件費 116,929,000

0.10 人工 805,000 職員人件費 0.10 人工人件費 職員人件費 0.10 人工 806,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

会議開催回数 回 運営方針、事業計画
目標 1

目標
実績

1 1
実績 1 1

成果
指標

市の排出量 ｋℓ し尿、浄化槽汚泥の排出量
目標 6,000

目標
実績

6,000 6,000
実績 6,425 6,251

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
下水道が整備され、供用開始地域での接続されていない処理を検討する
必要がある。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

し尿処理施設等の維持管理経費について財政担当との調整を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

一般廃棄物の収集運搬・処理は市町村の業務である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

下水道供用開始地域、については、各家庭において下水道への接続が
重要である。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

し尿の取扱が年々減少傾向のあるが、負担金の歳出予算を確保し、適正
な組合運営に努める。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

し尿等の処理量については、目標程度となった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
負担金の歳出予算を確保し、円滑な事業推進と効率的な運営を促進し
たい。負担金を支出して組合において事業を実施している。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010602 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画コード 1412
事業名 02環境美化事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

フラワーロード及び市内の花壇の管理。５
月・８月・３月に空き缶等の一斉清掃実施。
フラワーロードの空き花壇に低木（アベリ
ア）を植栽する。また、東風高校前花壇に
ツツジを植栽する。

フラワーロード及び市内の花壇の管理。５
月・８月・３月に空き缶等の一斉清掃実施。
東風高校前花壇にツツジを植栽する。

フラワーロード及び市内の花壇の管理。５月・８月・３月
に空き缶等の一斉清掃実施。春風高校前花壇の植栽
を継続する。

目　的
（成果）

かすみがうら市全域において、市民参加のボランティア活動により周辺道路の清掃や、緑化運動を推進し、快適な生活環境づくりに寄与することを目的とする。

内　容
（概要）

市民へ広報による参加の呼びかけを行い清掃作業等を行う、また緑化推進協議会員並びに市民とで花の植栽等の緑化運動を推進する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 2,940,627 一般財源 3,552,220 一般財源 3,863,000
その他 1,694,761 その他 1,456,524 その他 923,000

計 4,635,388 計 5,008,744 計 4,786,000
金額 うち臨時分

01 報酬 135,000 01 報酬 127,500 01 報酬 143,000

12 役務費 60,000 12 役務費 60,000 12 役務費 60,000
11 需用費 295,790 11 需用費 206,229 11 需用費 311,000

19 負担金、補助及び交付金 2,993,084 19 負担金、補助及び交付金 3,000,000 19 負担金、補助及び交付金 3,000,000 400,000
13 委託料 1,151,514 13 委託料 1,615,015 13 委託料 1,272,000

4,786,000 400,000
対・決 -4.4 対・予 -7.35,164,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 4,664,000 H25当初予算額

決算額計 4,635,388 決算額計 5,008,744 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

7,327,000
総事業費 歳出+職員人件費 15,124,388 歳出+職員人件費 17,097,744 歳出+職員人件費 12,113,000

1.50 人工 12,089,000 職員人件費 0.95 人工人件費 職員人件費 1.30 人工 10,489,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

フラワーロードの花壇数 箇所 花を植栽している花壇
目標 239

広報回数 回 広報誌やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞによる啓発
目標 2 2 2
実績 2 2

220 220
実績 242 228

成果
指標

イベント(フェスティバル）参加者数 人 参加人数
目標 93

清掃参加者 人 参加人数
目標 17,500 18,500 17,500
実績 18,835 17,382

90 88
実績 90 88

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
広報誌等で募集するが自主的なボランティアの参加者が年々減少化して
いる。より広い市民参加が必要。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

広報誌、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを利用し参加者を呼びかける。また、フラワーロードに
おいては、空き花壇に低木（アベリア）を植栽する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
地域の良好な住環境が保たれるように、自主的に取り組んでもらうことにより、快適な居住環境
での生活ができる。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

ボランティアによる地域緑化活動であることから、ボランティア数を含め
た、協力体制等を把握しながら、今後の対応を検討する必要がある。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

緑化事業は、ボランティアによる地域緑化活動であることから、ボランティア数を含めた、協
力体制等を把握しながら、状況により、今後の花壇数について対応を検討をする必要があ
る。清掃事業については、市の事業として定着しており、継続して実施する。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

一斉清掃については、公共性が高い事業であり、地域を自分たちの手できれいにするという住民活動があるからこそ、
ごみ袋と収集運搬業務にかかる費用のみで市内一斉清掃が実施できる。

事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
緑化推進事業は、ボランティア団体の協力による実施事業であることか
ら、協力団体と連絡を取り合い、今後の事業推進等を検討する。

当事業（緑化推進・一斉清掃）を行っていることを市民へ周知し、多くの方に関心を持ってもら
う。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0104010603 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1414
事業名 03公害防止対策事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

河川水質（１０河川１６箇所）、地下水（３３
箇所）、工場・事業所排水（１９箇所）、ゴル
フ場農薬（５事業所１３箇所）、土壌（９箇
所）、の調査、臭気調査、自動車騒音調査
を行う。

河川水質（１０河川１６箇所）、地下水（３３
箇所）、工場・事業所排水（１９箇所）、ゴル
フ場農薬（５事業所１３箇所）、土壌（９箇
所）、の調査、臭気調査、自動車騒音調査
を行う。

河川水質（１０河川１６箇所）、地下水（３３箇所）、工場・
事業所排水（１８箇所）、ゴルフ場農薬（５事業所１３箇
所）、土壌（９箇所）、の調査、臭気調査、自動車騒音・
振動調査を行う。

目　的
（成果）

市内の環境を継続的に監視する意味から市内の河川水質、地下水、工場・事業場排水、ゴルフ場内からの排水（農薬）、土壌、臭気、自動車騒音の現状を把握することにより、環
境保全を図るため基礎資料を得ることを目的とする。

内　容
（概要）

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 3,435,606 一般財源 3,589,134 一般財源 4,863,000
その他 その他 その他

計 3,435,606 計 3,589,134 計 4,863,000
金額 うち臨時分

01 報酬 320,000 01 報酬 320,000 01 報酬 320,000

13 委託料 3,086,177 11 需用費 4,040 12 役務費 19,000
11 需用費 16,429 09 旅費 6,000 11 需用費 27,000

14 使用料及び賃借料 20,600 14 使用料及び賃借料 13,000
14 使用料及び賃借料 13,000 13 委託料 3,238,494 13 委託料 4,484,000

4,863,000 0
対・決 35.5 対・予 17.34,145,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 3,769,000 H25当初予算額

決算額計 3,435,606 決算額計 3,589,134 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

4,241,000
総事業費 歳出+職員人件費 10,696,606 歳出+職員人件費 11,648,134 歳出+職員人件費 9,104,000

1.00 人工 8,059,000 職員人件費 0.55 人工人件費 職員人件費 0.90 人工 7,261,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

ゴルフ場水質調査箇所数 箇所 市内で調査を行っているゴルフ場の箇所数
目標 13

下土田残土関係水質調査 回 残土現場及び周辺河川等の年間水質調査回数
目標 2 2 2
実績 2 2

13 13
実績 13 13

成果
指標

ゴルフ場排水基準の達成率 ％ ゴルフ場からの排水が基準値内である割合
目標 100

下土田残土関係水質調査 箇所 残土現場及び周辺河川等の水質調査箇所数
目標 8 8 8
実績 8 8

100 100
実績 100 100

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
自動車騒音・振動、臭気等について苦情等が寄せられており、正確な調
査を実施し結果を踏まえ対応が必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

ゴルフ場については、現状どおり基準値を超過しないよう指導していく。
自動車騒音・振動、臭気等については、現状を踏まえた調査を実施す
る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
データを蓄積することにより、環境が汚染されていないことを特定施設の管理者へアピールする
ことが出来、また、抑制効果にもなる。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

現状どおり、基準値を超過しないよう指導していく。下土田残土の水質調
査については、裁判和解条件である１０年間について引き続き調査を行
う。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

河川湖沼などの公共水域及び地下水の汚染を防止するため、水質の常時監視を継続して実施する。特
定施設の調査については経緯をみながら調査方法等の工夫をする。市民の健康の保護と生活環境の保
全に努めるため、必要な調査を実施していく。調査の結果に基づき適切な指導を実施する。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

県及び市による事業所管理者等への指導。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
河川・湖沼などの公共用水域及び地下水の汚染を防止するため、水質
や土壌の常時監視を継続して実施する。

事業所管理者等に環境保全に対する意識を高めてもらう。下土田残土関係については、水質
調査を実施し、安全安心な生活空間を確保する。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010604 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画コード 1412
事業名 04不法投棄対策事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

廃棄物の早期発見及び早期対応を図るた
め、廃棄物不法投棄監視員を委嘱し不法
投棄対策を図るとともに、公共用地に不法
投棄された廃棄物の適正な処理を行う。

廃棄物の早期発見及び早期対応を図るた
め、廃棄物不法投棄監視員を委嘱し不法
投棄対策を図るとともに、公共用地に不法
投棄された廃棄物の適正な処理を行う。

廃棄物の早期発見及び早期対応を図るため、廃棄物不
法投棄監視員を委嘱し不法投棄対策を図るとともに、公
共用地に不法投棄された廃棄物の適正な処理を行う。

目　的
（成果）

市民が不法投棄のない清潔で快適な生活環境の中で暮らせることを目的とする。

内　容
（概要）

不法投棄監視員による監視を行い、不法投棄を未然に防ぐ。また不法投棄されてしまったごみが早期発見され処分することによって二次災害を防ぐことができる。
監視員による監視、市及び市民による不法投棄ごみ処分を行い、産業廃棄物についてはＵＤ監視員や不法投棄監視員の協力のもと、茨城県と連携を図り対応する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 1,763,890 一般財源 1,398,813 一般財源 1,750,000
その他 その他 その他

計 1,763,890 計 1,398,813 計 1,750,000
金額 うち臨時分

01 報酬 400,000 01 報酬 340,000 01 報酬 340,000

11 需用費 718,067 11 需用費 688,787 11 需用費 802,000
09 旅費 0 09 旅費 0 09 旅費 4,000

13 委託料 399,585 13 委託料 325,231 13 委託料 516,000
12 役務費 28,250 12 役務費 38,195 12 役務費 48,000

19 負担金、補助及び交付金 95,000
14 使用料及び賃借料 92,988 27 公課費 6,600 27 公課費 40,000

27 公課費 30,000

1,750,000 0
対・決 25.1 対・予 -22.82,266,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 2,373,000 H25当初予算額

決算額計 1,763,890 決算額計 1,398,813 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,784,000
総事業費 歳出+職員人件費 9,831,890 歳出+職員人件費 11,875,813 歳出+職員人件費 7,534,000

1.30 人工 10,477,000 職員人件費 0.75 人工人件費 職員人件費 1.00 人工 8,068,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

不法投棄パトロール 　　　回 環境保全課職員及び不法投棄監視員によるパトロールの実施
目標 200

不法投棄処理件数 　　　回 不法投棄処理件数
目標 50 50 22
実績 57 22

250 250
実績 250 243

成果
指標

通報数 　　　回 住民や不法投棄監視員による不法投棄発見通報件数
目標 30

不法投棄処理件数 　　　回 不法投棄処理件数
目標 50 57 22
実績 57 22

30 22
実績 57 22

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 民地、官地において大規模な不法投棄があった場合の対応策。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

環境保全課、不法投棄監視員、県、警察との連携強化。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

不法投棄された廃棄物の適正な処理と不法投棄ができない環境をつくる。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

不法投棄されにくい土地の工夫、不法投棄防止の啓発。
不法投棄多発地点のパトロール強化。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

不法投棄監視員によるパトロールを引き続き依頼する。職員によるパトロールの実
施や啓発活動を実施し不法投棄の防止強化を図る。近隣の自治体、県及び警察
等関係機関との連携が重要であり情報交換など積極的に実施する。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

市有地や道路路肩などの廃棄物に対しては、迅速且つ適正な処理を講じている。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
不法投棄の防止強化を図る。

市有地や道路路肩などの廃棄物に対しては、迅速且つ適正な処理を講じている。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0104010605 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 行政主体 総合計画コード 1421
事業名 05一般廃棄物処理事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

一般家庭からごみ集積所に排出された一
般廃棄物（ごみ）の収集を業者に委託し、
市のごみ収集カレンダーの収集日程に
従って収集する。

一般家庭からごみ集積所に排出された一
般廃棄物（ごみ）の収集を業者に委託し、
市のごみ収集カレンダーの収集日程に
従って収集する。

一般家庭からごみ集積所に排出された一般廃棄物（ご
み）の収集を業者に委託し、市のごみ収集カレンダーの
収集日程に従って収集する。

目　的
（成果）

各種ごみ収集運搬を実施することで、市民の快適な生活環境を実現する。

内　容
（概要）

一般家庭からごみ集積所に排出された一般廃棄物（ごみ）の収集を業者に委託し、市のごみ収集カレンダーの日程に従って収集する。
委託により可燃ごみ、不燃ごみ、カン、ビン、ペットボトル、資源ごみ、粗大ごみのステーション方式による収集を行なっている。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 101,675,410 一般財源 100,834,100 一般財源 111,966,000
その他 79,500 その他 96,000 その他 78,000

計 101,754,910 計 100,930,100 計 112,044,000
金額 うち臨時分

09 旅費 14,000 11 需用費 99,750 11 需用費 246,000

13 委託料 101,484,600 19 負担金、補助及び交付金 20,900 19 負担金、補助及び交付金 21,000
11 需用費 235,410 13 委託料 100,809,450 13 委託料 111,777,000

19 負担金、補助及び交付金 20,900

112,044,000 0
対・決 11.0 対・予 9.8102,033,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 101,763,000 H25当初予算額

決算額計 101,754,910 決算額計 100,930,100 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

5,784,000
総事業費 歳出+職員人件費 109,015,910 歳出+職員人件費 108,989,100 歳出+職員人件費 117,828,000

1.00 人工 8,059,000 職員人件費 0.75 人工人件費 職員人件費 0.90 人工 7,261,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

年間のごみ収集日数 日 委託業者による収集
目標 304

目標
実績

304 303
実績 304 304

成果
指標

ごみ収集量 トン １年間のごみ収集量
目標 15,438

目標
実績

15,120 14,615
実績 15,120 14,615

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題 ごみを正確に分別し、各種資源物へリサイクルを図る。
　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

収集するごみの分別について広報する。また、住民向けごみ分別講習及
び、収集業者の搬入検査を実施する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
ごみ処理は市町村の固有事務（市内で発生したごみは市内で処理する。）であり、当該事業は
市民生活に欠かせないものである。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

より一層のごみの減量化が必要になり、積極的な啓発活動を実施する。
　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

収集委託料を削減するためには、ごみの減量が必要なことから、ごみ減
量化の啓発活動を積極的に展開する。円滑な収集をはかるため、ごみの
分別指導を実施する。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

いずれの業務活動も発生量に対して計画どおりの収集を行うことができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
ごみ減量化を推進し、資源物のリサイクルを図る。収集委託については、常にコスト意識や効率性改善の意識をもって事業に臨み、効率のよい収

集業務を目指す。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010606 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画コード 1422
事業名 06リサイクル推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
子ども会等の資源物集団回収に対して補
助金交付。生ごみ処理機等を設置した世
帯に対して補助金交付。

子ども会等の資源物集団回収に対して補
助金交付。生ごみ処理機等を設置した世
帯に対して補助金交付。

子ども会等の資源物集団回収に対して補助金交付。生
ごみ処理機等を設置した世帯に対して補助金交付。

目　的
（成果）

資源循環型社会を目指して、市民が分別、リサイクル、資源化及びごみ減量に積極的に取り組んでいる。

内　容
（概要）

団体登録を募集し、有価物団体登録をした子ども会等で古紙等を収集し、補助金を交付する。
生ごみ処理機を設置した世帯に補助金を交付する。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 45,000 国庫支出金 84,000 国庫支出金 50,000
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 79,215 一般財源 0 一般財源 0
その他 1,100,000 その他 1,255,155 その他 1,320,000

計 1,224,215 計 1,339,155 計 1,370,000
金額 うち臨時分

08 報償費 90,000 08 報償費 95,000 08 報償費 100,000

13 委託料 0 13 委託料 0 19 負担金、補助及び交付金 1,235,000
11 需用費 51,415 11 需用費 49,455 11 需用費 35,000

19 負担金、補助及び交付金 1,082,800 19 負担金、補助及び交付金 1,194,700

1,370,000 0
対・決 2.3 対・予 -13.31,580,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 1,580,000 H25当初予算額

決算額計 1,224,215 決算額計 1,339,155 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

4,241,000
総事業費 歳出+職員人件費 4,451,215 歳出+職員人件費 5,368,155 歳出+職員人件費 5,611,000

0.50 人工 4,029,000 職員人件費 0.55 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

補助金交付団体数 団体 子ども会等の団体数
目標 40

目標
実績

42 42
実績 42 42

成果
指標

回収した資源物 トン 子ども会等で回収した資源物重量
目標 190

生ごみ処理機の補助件数 件
電気式生ごみ処理機、コンポスト、ＥＭ菌利用生ごみ処理機を設置した件
数、設置台数

目標 30 20 44
実績 13 44

200 206
実績 203 206

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
子どもの数が減少して、活動が困難になり事業の継続が難しい団体もあ
る。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

子ども会等の新規登録を奨励するＰＲを行なうために、広報誌・ホーム
ページへ掲載する。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
廃棄物処理は行政の責務であり、また廃棄物（資源物）の減量、リサイクルの構築をするうえで、
必要不可欠である。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

子ども会等の新規登録を奨励するＰＲを行なうために、広報誌・ホーム
ページへ掲載する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

事業活動を通して、リサイクルやごみ減量化の認識を養う。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

生ごみ処理機の補助については、回覧等でＰＲをし、新たに設置する世帯を増やしていきたい。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
事業活動を通して、リサイクルやごみ減量化の認識を養う。資源ごみ回収団体は、現在は子ども会が中心となり実施しているが、さらにスポーツ少年団・自

治会・町内会等による回収がごみの減量化、再資源化につながると考える。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010607 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 市民の関与 総合計画コード 1411
事業名 07環境保全推進事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容

県及び地球温暖化防止活動推進員等と協
力し、温室効果ガス削減の啓発活動等を
行う。太陽光発電システム設置補助金の交
付を行う。

県及び地球温暖化防止活動推進員等と協
力し、温室効果ガス削減の啓発活動等を
行う。太陽光発電システム設置補助金の交
付を行う。

県及び地球温暖化防止活動推進員等と協力し、温室効
果ガス削減の啓発活動等を行う。太陽光発電システム
設置補助金の交付を行う。

目　的
（成果）

地球温暖化防止対策等の普及啓発活動。

内　容
（概要）

地球温暖化防止対策等の普及啓発活動を行い、温室効果排出ガスの抑制をする。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 4,944,000 国庫支出金 9,779,000 国庫支出金 10,000,000
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 14,373,848 一般財源 9,837,800 一般財源 10,152,000
その他 その他 15,000 その他

計 19,317,848 計 19,631,800 計 20,152,000
金額 うち臨時分

01 報酬 0 01 報酬 0 01 報酬 105,000

09 旅費 0 11 需用費 43,140 11 需用費 41,000
08 報償費 0 09 旅費 3,560 09 旅費 6,000

14 使用料及び賃借料 1,250
11 需用費 41,598 19 負担金、補助及び交付金 19,585,100 19 負担金、補助及び交付金 20,000,000

19 負担金、補助及び交付金 19,275,000

20,152,000 0
対・決 2.6 対・予 -0.120,171,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 10,201,000 H25当初予算額

決算額計 19,317,848 決算額計 19,631,800 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

15,039,000
総事業費 歳出+職員人件費 24,965,848 歳出+職員人件費 27,690,800 歳出+職員人件費 35,191,000

1.00 人工 8,059,000 職員人件費 1.95 人工人件費 職員人件費 0.70 人工 5,648,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

啓発活動数 回 温室効果ガス削減の啓発活動回数。
目標 4

目標
実績

4 4
実績 4 4

成果
指標

配布枚数 ％ 啓発活動で用意した啓発用品を配布できた割合
目標 100

太陽光発電システム設置補助件数 件 太陽光発電システムを設置した住宅へ補助した数。
目標 50 100 100
実績 104 103

100 100
実績 100 100

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
地球温暖化防止対策の必要性について多くの市民に理解してもらえるよ
う引続き啓発等を行う。また、福島第一原発事故に伴い、原発に代わる代
替え発電システムの推進。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

地球温暖化防止対策の必要性について多くの市民に理解してもらえるよ
うにする。また、太陽光発電研究会と協力し、市内ソーラー発電事業の推
進を図る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞
地球温暖化は地球規模の問題であり、市民及び事業者等が地球温暖化対策に取組む必要が
ある。
目標達成状況の点検 中長期的な視

点での対応方
策

（改善方策）

地球温暖化防止対策の推進のため、住宅や事業所に太陽光発電の普及を促進
する。
太陽光発電システム設置補助金により、一般住宅等の太陽光発電を推進する。ま
た、メガソーラーについては、太陽光発電研究会と協力し推進を図る。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

各団体の事業や活動を通して積極的な啓発活動を行い、節電対策取り
組みと地球温暖化対策の推進を図る。また、太陽光発電については、研
究会と協力し推進を図る。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

市民及び事業者等が地球温暖に関する知識を高め、温室効果ガスの排出を抑制する。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
地球温暖化防止対策の必要性について多くの市民に理解してもらえるよ
う引続き啓発等を行う。太陽光発電についても、継続して推進を図る。

引続き地球温暖化対策の普及啓発を行い市民・事業者へ周知徹底し、温室効果ガスを抑制し
ていく。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

※事務事業コード／ 0104010608 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 共催 総合計画コード 1413
事業名 08霞ヶ浦関係保全事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
霞ヶ浦の水質の現状について理解と認識
を深め、水質浄化を図るため家庭排水の
浄化の推進や広報啓発活動等を実施。

霞ヶ浦の水質の現状について理解と認識
を深め、水質浄化を図るため家庭排水の
浄化の推進や広報啓発活動等を実施。

霞ヶ浦の水質の現状について理解と認識を深め、水質
浄化を図るため家庭排水の浄化の推進や広報啓発活
動等を実施。

目　的
（成果）

霞ヶ浦問題協議会・霞ヶ浦市民協会・家庭排水浄化推進協議会に関すること。

内　容
（概要）

霞ヶ浦及び霞ヶ浦流入河川の環境保全に関する事業を推進し、生活環境の向上を図る。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 407,000 一般財源 405,000 一般財源 403,000
その他 その他 その他

計 407,000 計 405,000 計 403,000
金額 うち臨時分

19 負担金、補助及び交付金 407,000 19 負担金、補助及び交付金 405,000 19 負担金、補助及び交付金 403,000

403,000 0
対・決 -0.5 対・予 -0.5405,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 407,000 H25当初予算額

決算額計 407,000 決算額計 405,000 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,699,000
総事業費 歳出+職員人件費 3,634,000 歳出+職員人件費 4,434,000 歳出+職員人件費 3,102,000

0.50 人工 4,029,000 職員人件費 0.35 人工人件費 職員人件費 0.40 人工 3,227,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
政策・経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

啓発活動数 回 水質浄化啓発品配布
目標 2

目標
実績

2 2
実績 2 2

成果
指標

配布枚数 ％ 啓発活動で用意した啓発用品を配布できた割合
目標 100

目標
実績

100 100
実績 100 100

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
多くの市民に水質浄化について、理解してもらうことが必要である。また、
福島第一原発事故において放出された、放射性物質が各河川から流入
し、湖底に蓄積する傾向がみられる。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

多くの市民に水質浄化について、理解してもらうことが必要である。放射
能の状況については、継続的なモニタリング調査が必要である。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

市民一人ひとりが環境保全（水質）に対する意識と認識を高めるために必要である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

水質浄化を図るため家庭排水の浄化の推進や広報啓発活動を引続き実
施していく。また、放射能の問題については、実現可能な除染方法を研
究開発する必要がある。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

霞ヶ浦の水質浄化について、各種団体の事業や活動を通して、積極的に
啓発活動に取り組む。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

家庭排水浄化推進委員の協力により多くの市民に水質浄化の啓発ができた。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞ 水質浄化について、理解してもらうことが必要であるため、事業としては啓発活動に取り組
む。流入し、湖底に蓄積した放射性物質については、市単独で対応できるものではないこと
から、県等へ要望する必要がある。市民全体に環境保全の意識・認識を高めるために持続性を持って進める必要がある。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



+

※事務事業コード／ 0104010609 平成 26 年度 事務事業シート Ｐ１
（平成 年度～平成 年度）部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

市民協働 行政主体
総合計画コー

ド
1411

事業名 09畜犬管理事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容 犬の新規登録、狂犬病予防集合注射 犬の新規登録、狂犬病予防集合注射 犬の新規登録、狂犬病予防集合注射

目　的
（成果）

狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防ぎ、これを撲滅することにより、公衆衛生の向上及び公共の福祉の増進を図る。

内　容
（概要）

狂犬病予防法に基づき、犬の所有者の申請により、その犬について厚生労働省令の定める犬の登録を行なう。また狂犬病予防集合注射の実施や、狂犬病予防注射の啓発活動
を行なう。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】
その他財源＝犬の登録手数料、
狂犬病予防注射済票交付手数料
一般財源のマイナス分は、人件
費に充当する。

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金 県支出金 県支出金

市債 市債 市債

一般財源 -937,146 一般財源 -665,456 一般財源 52,000
その他 1,330,400 その他 1,073,200 その他 400,000

計 393,254 計 407,744 計 452,000
金額 うち臨時分

11 需用費 233,204 11 需用費 225,854 11 需用費 247,000
12 役務費 160,050 12 役務費 181,890 12 役務費 205,000

452,000 0
対・決 10.9 対・予 3.4437,000 伸び率(％)（参考） H24当初予算額 405,000 H25当初予算額

決算額計 393,254 決算額計 407,744 予算現額計

歳出内訳

節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

2,699,000
総事業費 歳出+職員人件費 5,234,254 歳出+職員人件費 6,048,744 歳出+職員人件費 3,151,000

0.70 人工 5,641,000 職員人件費 0.35 人工人件費 職員人件費 0.60 人工 4,841,000 職員人件費

無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

■指標 Ｐ２
種類 指標名 単位 説明 平成24年度 平成25年度 平成26年度

活動
指標

狂犬病予防集合注射開催数 回 年間の開催数
目標 44

目標
実績

44 44
実績 44 44

成果
指標

予防注射接種率 ％ 年間の接種率
目標 65

目標
実績

65 65
実績 61 58

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
狂犬病予防注射摂取率向上のためにも、飼い犬登録の徹底、登録状況
の整理、注射に関する周知の強化が必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

広報誌、ホームページ等により、犬の登録と予防注射接種に関する周知
拡大を図る。また、預託獣医の拡大を図る。

　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

狂犬病予防法に基づく自治体の自治事務である。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

預託獣医の拡大を図る。
未接種者に対し再通知をする。
臨時集合注射を実施する。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

狂犬病予防注射及び犬の登録に関し、啓発活動を引き続き実施する。　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

狂犬病予防集合注射で実施できなかった飼い主への注射実施に対する再通知を行う。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
継続して接種率の向上を図る。事業活動に関する認識は定着しているが、予防注射接種率の向上のための工夫が必要であ

る。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認 確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 



-

246,259,000
0.20 人工 人工

対・決 -0.2
1,542,000

総事業費 歳出+職員人件費 237,667,000 歳出+職員人件費 246,700,000 歳出+職員人件費
職員人件費

（参考） H24当初予算額
1,611,000 職員人件費 0.20

0
対・予 -0.2

人件費 職員人件費 0.20 人工 1,613,000

予算現額計 244,717,000
236,054,000 H25当初予算額 245,089,000 伸び率(％)

歳出内訳

決算額計 236,054,000 決算額計 245,089,000

金額 うち臨時分
19 負担金、補助及び交付金 236,054,000 19 負担金、補助及び交付金 245,089,000 19 負担金、補助及び交付金
節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称 金額 節番　　　　　節名称

244,717,000

計 236,054,000 計 245,089,000 計 244,717,000
一般財源 236,054,000 一般財源 230,116,036 一般財源 244,717,000
その他 その他 14,972,964 その他

県支出金 県支出金
市債 市債 市債

平成24年度 決算 平成25年度 決算 平成26年度 予算

事業内容
かすみがうら市・石岡市・土浦市の各構成
市内より発生する一般廃棄物を適正に処
理し生活環境の維持向上を図る。

かすみがうら市・石岡市・土浦市の各構成
市内より発生する一般廃棄物を適正に処
理し生活環境の維持向上を図る。

かすみがうら市・石岡市・土浦市の各構成市内より発生
する一般廃棄物を適正に処理し生活環境の維持向上
を図る。

目　的
（成果）

市内で発生する一般廃棄物を、適正に処理し生活環境の維持向上を図る。

内　容
（概要）

新治地方広域事務組合は、市内から搬出された一般廃棄物の処理及び資源化の処理を行なう。

■事業費 (単位：円）

【特記事項】

財源内訳

国庫支出金 国庫支出金 国庫支出金
県支出金

市民協働 行政主体 総合計画コード

年度）

1421
事業名 11新治地方広域事務組合運営事業
会　計 一般会計 款・項・目 040106環境保全対策費 新規／継続

（事業区分１）
継続

Ｐ１

部署名 部 環境経済部 課 環境保全課 事業年度期限

※事務事業コード／ 0104010611 平成 26 年度 事務事業シート
（平成 年度～平成無 有 

a-kamino
経常スタンプ



　

＜Total判定の根拠など、実施内容・方法に関する補足説明＞
負担金の歳出予算を確保し、円滑な事業推進と効率的な運営を促進し
たい。負担金を支出して組合において事業を実施している。

　　　　成果を高める工夫が考えられる
　　【実施内容等　Total判定】

 二次評価【部長評価】

部長名 根本　一良 担当部名 環境経済部
確認

実施内容・方法の点検
事業費の方向性

　　　　社会情勢やニーズの変化等を踏まえると、サービス対象・水準を見直す必要がある
　　　　当該事業の受益者が特定の個人や団体に偏っている 次年度の

取組方針
（改善方針）

施設の管理運営については、慎重に検討していく。また、施設の耐用年数を把握しながら、
事業の推進が必要。

　　　　民間事業者やNP０などに任せられる業務がある
　　　　コストを下げる工夫が考えられる

ごみの処理量について、目標程度となった。 事業の方向性 　 （ 年後を目処）

　　【目標達成状況　Total判定】
■今後の方向性

一次評価　【課長評価】
　＜Total判定の根拠など、目的達成状況に関する補足説明＞ 評価者 田﨑　守一 担当課名 環境保全課

クリーンセンターの維持管理経費について財政担当との調整を図る。
　＜Total判定の根拠など、必要性に関する補足説明＞

環境保全及び循環型社会実現に当たっては、行政の関与が必要。

目標達成状況の点検 中長期的な視
点での対応方

策
（改善方策）

施設の老朽化を見据えて、市町村合併や、広域でのごみ処理のあり方に
ついて検討が必要。

　　    活動に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　    成果に関する昨年度の目標は概ね達成できた
　　  　 「取り組み方針（改善方針）」など指標に表れない事項について昨年度の目標は達成できた

14,615
実績 15,120 14,615

■事務事業の点検
必要性の点検 ■課題と対応方策
　　　　法定受託事務であるなど、市が実施する義務がある

課題
クリーンセンターは建設から１９年経過（平成７年４月竣工）し修繕を必要と
する箇所が徐々に増えてきている。推定耐用年数（寿命）の平成３０年を
見据え、将来的なごみ処理施設の検討が必要である。

　　　　事業を休廃止した場合、市民生活（行政サービスの提供）に深刻な影響が発生する
　　　　社会情勢の変化を踏まえても十分なニーズがある（ニーズを説明できる）
　　【必要性　Ｔｏｔａｌ判定】
　

次年度における
対応方策

（改善方策）

目標

成果
指標

かすみがうら市のごみ搬入量 トン
可燃ごみ、ビン、不燃ごみ、カン、粗大ごみ、ペットボトル、プラスチック、
古紙、古布

目標 15,438

目標
実績

15,672

活動
指標

会議開催回数 回 運営方針、事業計画
目標 2

■指標

2 2
実績 2 2

平成24年度 平成25年度 平成26年度

実績

Ｐ２
種類 指標名 単位 説明

確認 

A:高い（義務） B:普通 C：低い 

A:目標よりも大きな成果が得られた 

C:目標とする成果が得られなかった 

B:概ね目標の成果が得られた 

A:見直す余地があり直ぐに実施 B：見直す余地があるが時間が必要 

C：見直す余地がない 

このまま継続 改善して継続 休廃止 終了 

増額 現状維持 減額 
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